
ベネズエラ経済（2018 年 7 月） 

 

１ 経済概要  

（１）政府の各種政策・統計 

  ☆国会財務・経済開発委員会（野党のみより構成）は，２０１８年６月のインフレ率

を１２８.４％と発表した。前年同月比で，４６,３０５％上昇し，２０１８年の累積

インフレ率は４,６８４.３％となり，６月は，毎日２.８％物価が上昇した。５月から

２カ月継続して３桁を越えるインフレとなった。 

 

☆経済シンクタンクのエコアナリティカ社は，２０１８年の経済成長率を，マイナス

１９％，インフレ率を，１４１万％と試算した。 

 

☆２５日，マドゥーロ大統領は，デノミネーションの実施を８月２０日に再延期する

とともに，３桁の削除から５桁の削除に修正し，新通貨ボリバル・ソベラノを，８月

２０日から供給すると発表した。 

 

☆国会の財務・経済開発委員会は，２０１８年第１四半期の経済成長率を，対前年同

期比マイナス１２％と発表。 

 

（２）政府予算・財政 

☆ベネズエラは，８月から年末までに，５３億８,６４４米ドルの対外債務を支払わな

ければならない。 

 

（３）石油・天然ガス産業 

☆米国ヒューストン地方裁判所は，PDVSA 米国子会社 CITGO の証人喚問を決定する。 

 

☆故チャべス大統領の従兄弟であるチャべス CITGO 社長は，米国入国査証を取り消さ

れ，入国ができなくなる。 

 

☆キュラソー島のイスラ製油所，PDVSA の原油輸送が停止し，製油所が稼動していない

ことから，一時的に，製油所を自ら運営する意思を正式に表明。９月に，短期・長期

のオペレーターの選定を実施する予定。 

  

（４）自動車産業 

☆ベネズエラ自動車会議所(CAVENEZ)は，加盟全７社の７月の自動車生産台数は，１３

８台，販売台数は，８８台と発表。 

 

（５）主要指標 

    ７月 前月比 

外貨準備高 ８７億１千万米㌦ ３.０８％増 

インフレ率（６月） １２８.４％ １８.３％増 

家庭基礎食糧バスケット価格（６月） Ｂｓ.３７８,３００,６１７.９０ ７１.８％増 

外貨発給額（DICOM） ２１６.７０万米㌦ ６２.５４％減 

石油輸出価格 ７０.３７米㌦/バレル １.１２米㌦増 

原油生産量 １２７.８万バレル/日 ６.０万バレル減 

最低賃金 Ｂｓ. ３,０００,０００ - 

 

 

 



２ 経済の主な動き 

（１） 政府等の各種政策・統計 

ア 経済指標・政策（予測） 

●Torino Capital は，２０１８年の物の輸入金額を，１１０億米ドル，サービスを，４

９億米ドルと見通す。米国金融制裁が，輸入にどのような影響を及ぼしているかを見極め

るのは困難であると報告した。 

（11 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●IMF は，ベネズエラ経済の深刻さを誇張し過ぎることはなく，崩壊状態にあると発言

した。オブスフェルド主任エコノミストは，世界経済見通しの発表において，ベネズエラ

とは，１０年以上，経済政策について意見交換をしていないこと，さらには，共有される

経済指標も不完全であることから，IMF の発表は，これらの点を考慮する必要があると述

べた。 

（17 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙・ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●労働者情報分析センター(CENDAS)は，１８年６月の家庭基礎食料価格は，前月比７１ 

.８％増，Bs.１５８,１６１,９９７.１３増加する Bs.３７８,３００,６１７.９０とな

り，最低賃金の１２６倍以上，１０年間分以上の給与額に相当したと発表した。 

（18 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙・ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●米国財務省外国資産管理室（OFAC）は， CITGO 株式により担保されている PDVSA 債２

０２０に対する制裁を解除する通達を発出し，本年５月の米国大統領令による金融制裁の

一環である担保権の実行禁止を解除し，CITGO 資産の売却等を許可した。 

（20 日付各紙） 

●労働者情報分析センター(CENDAS)は，１８年６月の学童基礎価格は，Bs.１３.５５億

に達し，前年同月比で，８０,１２２.７７％増，初等教育では，Bs.４億４１８８万，中

等教育では，Bs.５億９,７６７万の費用がかかると発表した。 

（21 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●カラカス証券取引所のデータによれば，２０１８年前半の利益は，前年同期比で，７,

４０９.１９％も増加となった。２０１８年前半の取引件数は，１０９.７８％増の２１,

９４５件，取引量も６６.６４％増加し，取引総額は，１６,４１８.４１％増加した。ま

た，市場参加者は，個人投資家が，８３.８４％，国内外の機関投資家が，１６.５％を占

め，２０１７年比で，個人投資家は２３０.５％，機関投資家は，１０１.８％，参加者が

増加している。カラカス証券取引所には，３３社が上場しており，ラ米１７取引所のうち，

８位につけている。 

（22 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●Torino Capital は，本年の原油輸出額は，昨年比１２％減少する２７０億米ドルにな

ると試算した。 

（25 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●経済シンクタンクのエコアナリティカ社は，２０１８年の経済を絶望的と表現し，

GDP を，マイナス１９％，インフレを，１４１万％と試算した。 

（25 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●労働者情報分析センター(CENDAS)は，１８年６月の生活バスケットは，前月比１１

７％増，Bs.３５３,０７６,３２０.９８増加する Bs.６５４,２１４,６７４.０３となり，

最低賃金の３００倍以上，１８年間分以上の給与額に相当し，前年同月比では，３７,５

３８.６％増加した，1 日の生活費は，Bs.２１,８０７,１５５.８０となり，最低賃金７.

３倍以上が必要であると発表した。 

（26 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●２５日，マドゥーロ大統領は，経済閣僚会合を開催し，デノミネーションを，８月２

０日に再延期する，また，従来３桁を削除するデノミネーションを予定していたが，５桁

を削除し，新通貨ボリバル・ソベラノを８月２０日から供給すると発表した。同会合で，

マドゥーロ大統領は，２９２億９,８００万バレルの石油確認葴量があるオリノコベルト

のアジャクチョ II ブロックを中銀に譲渡し，通貨発給の裏付け，外貨準備高の補強に利

用する，公社・民間企業が輸入する基礎消費財，原材料を免税措置とすると発表した。 



（26 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●Torino Capital は，政府の２０１８年上半期の実質歳出額が，前年同期比で４９.

７％減少していると報告した。 

（27 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●官報第４1４４６号，５桁削除の料金表示の８月１日以降からの実施を義務付けると

ともに，デノミネーションの実施を８月２０日とすると掲載した。 

 （28 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙・ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●官報第４１４４６号，製造業，縫製業，製靴業の原材料，資材，部品等の購入は，免

税にする，また，国内生産が不可，あるいは，不足する食料，衛生用品等の購入・生産原

材料の購入についても，免税にする，監督官庁からの承認を得ることで，通関，購入税の

免税措置を，本年１２月３１日まで享受できるようになると掲載。 

（28 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●リバス金融機関労働者組合事務局長は，未だに，新紙幣ボリバル・ソベラノの供給が

なく，ATM の調整が進んでいないと発言。３桁削除で準備していたデノミネーションを，

５桁削除に変更するためには，調整期間が短すぎ，技術的に，８月２０日から実施するこ

とは不可能と述べた。 

（29 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

イ その他 

●第７４回ベネズエラ経団連年次総会が開催され，ララサバル経団連会長は，過去５年

間で，国内総生産が４５.８％減少し，国民１人当たりの原油生産量が１６バレルと，１

９２７年当時のレベルまで落ち込んだと述べた。 

（3日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙・ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●３日，北京において第７回ベネズエラ・中国ハイレベル合同委員会テクニカル会合が

開催され，ベネズエラ側は，セルパ経済財務大臣，セルパ在中国大使，中銀，PDVSA が参

加し，中国側は，国家開発銀行，国家発展改革委員会，中国石油公社等が参加した。セル

パ大臣は，国家開発銀行が，原油生産の増大を目的として２億５千万ドルの投資を行う予

定と発言した。 

（4日付経済財務省ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ） 

●中銀の理事に，セルパ経済財務大臣，イリアナ前 PDVSA 財務担当福総裁等が就任した。 

（10 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●オリアルキアガ工業連盟会長は，労働者の購買力回復の手段としての米ドル化に反対

すると表明した。 

（11 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●ルゴ観光大臣は，本年１１月２２日～２５日，ベネズエラ国際観光フェアをマルガリ

-タ島で開催すると発表した。 

（11 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●大統領令第３５０３号は，非常事態及び経済緊急事態宣言を６０日間延長し，２０１

６年１月に発令してから，１３回目の延長を行った。国会は，度重なる延長は，憲法に定

められている期間を超え違憲であると非難した。 

（12 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙・ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●国会の財務・経済開発委員会（野党のみで構成）は，２０１８年第１四半期の経済成

長率を，対前年同期比マイナス１２％，１２四半期連続でマイナス成長を記録し，世界で

この記録を超えるのは，１８７０年代の世界恐慌，リベリア，タジキスタンの３例しかな

いと発表した。 

（12 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●グスマン国会財務・経済開発委員長は，政府は，ハイパーインフレーションに対処し

ておらず，デノミネーションは，３桁ではなく９桁で実施する必要があると発言した。 

（25 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

 



（２） 政府予算・財政 

ア 外貨準備高 

●７月３１日の外貨準備高は，８７.１４億米ドルとなった。 

（中央銀行） 

 

イ DICOM 

●９日，中銀は，DICOM２１回目の入札結果を発表し，１米ドルは，前回から４.２％下

落する１２０,０００ボリバルで取引成立。取引額は，前回から３１％増加し，１２７万

６,８０７.９４米ドル，６９法人に１２１万８０.９０米ドル，２３９名に，６６万７２

７.０４米ドルが割り当てられた。 

（10 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●１３日，中銀は，DICOM２２回目の入札結果を発表し，１米ドルは，前回同様１２０,

０００ボリバルで取引成立。取引額は，前回から５４％減少し，５８万２,６３１.１３米

ドル。２６法人に５１万４,９６７.０６米ドル，２９９名に６７,６６４.０７米ドルが割

り当てられた。 

（14 日付ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●２０日，中銀は，DICOM２３回目の入札結果を発表し，１米ドルは，前回から１６.

７％下落する１４４,０００ボリバルで取引成立。取引額は，前回から７０.６％減少し，

１７万１,６０８.１３米ドル，７法人に１１万５９７.２３米ドル，２６１名に６１,０１

０.９０米ドルが割り当てられた。 

（20 日付中銀ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ） 

●２７日，中銀は，DICOM２４回目の入札結果を発表し，１米ドルは，前回から１６.

７％下落する１７２,８００ボリバルで取引成立。取引額は，前回から２０.８％減少し，

１３万５,９０３.４１米ドル，８法人に１１万５７０６.８９米ドル，１０４名に２０,１

９６.５２米ドルが割り当てられた。 

（20 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

ウ その他 

●ベネズエラは，８月から年末までに，５３億８,６４４米ドルの対外債務を支払わな

ければならない。 

（21 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

（３） 石油・天然ガス産業 

ア ベネズエラ原油価格・原油生産量（実績） 

●７月の原油輸出価格(Merey)は，１バレル７０.３７米ドル（OPEC 同 73.27 米ﾄﾞﾙ，WTI

同 71.03 米ﾄﾞﾙ，BRENT 同 74.33 米ﾄﾞﾙ）。７月の原油生産量は，日量１２７.８バレル（前

月比 4.6%減）。 

 
（OPEC Monthly Oil Market Report August 2018 Secondary Sources） 

OPEC 石油減産状況（OPEC Secondary Sources）（単位：日量 1, 000 ﾊﾞﾚﾙ） 

 

●フレイテス石油産業労働組合役員は，国内ガソリン消費量が，経済の悪化により，急

激に減少していると発言。２０１４年頃は，１日の国内消費量は，ガソリン２６万バレル，
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順守率(%)

アルジェリア 1039 1059 1065 1046 1012 1013 1037 1029 1031 984 997 1031 1039 1062 54
アンゴラ 1673 1646 1646 1641 1711 1581 1633 1615 1613 1524 1515 1525 1431 1456 339
エクアドル 522 536 537 536 541 533 526 523 520 518 520 519 519 525 88
ガボン 193 205 173 201 203 197 197 198 191 183 183 189 190 188 156
インドネシア
イラン 3797 3824 3828 3827 3823 3818 3829 3829 3813 3814 3823 3829 3799 3737 -264
イラク 4351 4468 4448 4494 4383 4396 4405 4435 4425 4426 4429 4455 4533 4556 2
クウェート 2707 2703 2702 2700 2708 2703 2700 2707 2702 2704 2705 2701 2731 2791 36
リビア 1001 890 923 962 973 962 978 996 968 982 955 708 664
ナイジェリア 1748 1861 1855 1738 1790 1861 1819 1806 1810 1791 1711 1660 1667

カタール 618 619 616 616 600 604 594 596 602 606 590 585 603 616 107

サウジアラビア 10058 10067 10022 9975 10000 9996 9918 9977 9982 9934 9959 9987 10420 10387 32

UAE 2874 2905 2901 2905 2911 2883 2878 2864 2827 2864 2872 2865 2897 2959 39

ベネズエラ 1972 1932 1918 1890 1863 1834 1745 1600 1548 1488 1436 1392 1340 1278 831

合計 29804 29964 29856 29831 29755 29558 29462 29373 29254 29045 29029 29078 29502 29555 143



ディーゼル２１万バレルであったが，現在は，稼働している自動車台数の減少，公共交通

機関の減少により，ガソリン１０万バレル，ディーゼル４万バレルまで消費量が減少し，

輸入燃料代金を抑える効果が出ている。 

（3日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●米国ヒューストン地方裁判所は，国際商業会議所により裁定された接収の補償金２０

億米ドルを得るため，Conoco Phillips 社が実行したカリブ海諸国の PDVSA 関連資産の差

押えを， PDVSA 米国子会社 CITGO が，妨害する意図で資産移動を行ったとの訴えについて，

裁判準備として CITGO の証人換間を決める。 

（6日付ロイター通信） 

●PDVSA の原油生産量低下に伴い，天然ガスの生産も低下し，ベネズエラ石油化学公社

（PEQUIVEN）が必要とする天然ガスの需要を満たせない状況に陥り，El Tablazo 施設での

ポリプロピレンの生産が滞り，様々な生産セクターに影響を及ぼす。 

（8日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●ボダス石油産業労働組合役員は，モナガス州のフセピン施設から，約２,０００バレ

ルの原油が，グアラピチェ川に流失し，近隣住民４０万人の食料用水が汚染される事故が

発生した，敷設されているガス・原油パイパイライン等は，腐食が進み，適切なメンテナ

ンスを施していないため，漏洩が週３～５回発生していると述べた。 

（10 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●石油省高官と PDVSA の上層部は，ケベド石油大臣兼 PDVSA 総裁が，マドゥーロ大統領，

国民に真実を隠す目的で，４月以降，原油生産量の数字を膨らませて報告していることか

ら，OPEC の Secondary 情報が，より実体を反映していると述べた。また，６月，上流部門

担当の技術者が，少なくとも１,０００名以上退職し，必要なメンテナンスを担当する人

材，さらには資金が不足している。２００２年～２００３年のゼネスト時を除いて，６月

の原油生産量は，６９年振りの低水準になり，７月も，稼働リグ，油井数は減少している

ことから，PDVSA の東西地域担当幹部は，この傾向が継続すれば，２０１８年末を迎える

前に，原油生産量は，日量１００万バレルを下回ると発言した。 

（11 日付 Argus Media） 

●７月６日発生したモナガス州のフセピン施設からグアラピチェ川への原油流失事故の

回収の進捗状況は，６０％未満に留まり，飲料水として取水不可の状態が続いてる。 

（17 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●Torino Capital は，原油生産量が，下半期，日量２７万バレル減少，２０１８年１２

月には，日量１０７万バレルになると試算した。 

（18 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 ●フレイテス石油産業労働組合役員は，チャべス・マドゥーロ両政権は，悪政と汚職に

より，生産インフラを破壊し，労働者，国民を深刻な危機の下で生活を強いたとして，石

油，電力，食料，教育，保健衛生の各セクターに，ゼネストを呼びかけるとともに，政党，

企業系業者，組合，協会等の社会セクターにも賛同するよう呼びかけた。 

（18 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●チャべス CITGO 社長は，米国入国査証を取り消され，入国ができなくなる。２０１７

年に就任したチャべス社長は，故チャべス大統領の従兄弟である。CITGO は，経営陣に交

代はなく問題ないと発表した。 

（18 日付ﾛｲﾀｰ通信） 

●キュラソー島のイスラ製油所，Conoco Phillips 社による差押実施後，PDVSA の原油

輸送が停止し，稼動しておらず，一時的に，製油所を自ら運営する意思を正式に表明した。

PDVSA の製油所使用権は，２０１９年末まであるが，イスラ製油所の運営に関心を示した

企業は，１５社あり，９月に，短期・長期のオペレーターの選定を実施する予定。 

（26 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

（４)  自動車産業 

ア 生産・組立／販売台数（実績） 

●ベネズエラ自動車会議所（CAVENEZ）は，加盟全７社の７月の自動車生産台数は，１



３８台（前年同月比３３%減），販売台数は，８８台（前年同月比５３.１９%減）と発表。 

 

イ その他 

●１２日，パンダレス労働組合長は，ベネズエラ・フォードは，２０１９年に，

Explorer，３５０，Fiesta 等４車種の組立てを取りやめるとの噂がある，経営陣から正式

な発表がないものの，工場閉鎖となる可能性を危惧していると述べた。 

（13 日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●ベネズエラ自動車会議所，自動車製造産業協会は，２０１８年上半期の当地生産車の

販売数は，前年同期の１,３６０台から３８.８％減少する８３３台，また、輸入車販売数

は，２０１７年の７２３台から３７.６％減少する４５１台であったと発表した。市場の

買換需要を年間１６万台と試算するも，実際の販売数は，年間１,５００台と見込んでい

る。 

（16 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●自動車バッテリー製造の Duncan は，４月１７日，国家社会経済権利保護監督局から

販売価格を半値にするように命じられ，製造原価を下回る販売を強いられていることから，

経営がいよいよ困難になると表明した。 

（16 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

 (５) その他産業 

ア インフラ 

●１日，前夜からの雨により，カラカス，バルガス州，メリダ州，スリア州，カラボボ

州において停電が発生する。停電被害者委員会によると，５月は，全国で１２,４３０回

の停電が確認されたと述べた。 

（2日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●チャカオ市は，水道網のメンテナンス欠如により，断水が継続し，教育施設も含めて，

断水が長期化。首都圏の東西部においても，水の供給を求めて，水道公社前で街頭デモが

実施される。 

（7日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●１０日，カラカスの複数の地区において，住民が，水の供給を求めてデモを行う。 

（11 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●１１日～１２日，電力公社職員が，適切な給与と労働環境の改善を求めて，ストライ

キを実施し，本社前の道路を封鎖した。 

（13 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●１２日，アルバラド・カラカス・メトロ労働組合長は，労働環境及び待遇の改善につ

いて，カラカス・メトロ経営幹部と合意したにもかかわらず，カラカス・メトロ社長が，

何も実行しないことからデモを実施した。 

（13 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

  

イ 鉄鋼 

●アルミ鉄鋼生産の Ferroven 社は，政府から原材料となる石炭，コークス，マンガン

の輸入許可が下りないことから，稼働率が２０％まで下がり，バリオス Ferroven 労働組

合役員は，労働シフトの削減，９０％の従業員の自宅待機等を実施して，低生産の現状に

対応していると述べた。 

（8日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

 ウ 化学 

●ベネズエラ石油化学組合（ASOQUIM)によると，石油化学セクターは，年間５億米ドル

必要であるところ，現在，２.５億米ドルが割り当てられていることから十分であるもの

の，Sidor，Pequiven からの原材料の供給がないことから，生産が滞り，組合企業の生産

が，６カ月で５０％減少しており，本年に入り組合企業４社が，既に廃業に追い込まれた

と発表した。 



（13 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

エ 電力 

●電力労働者組合，給与改善を求めて，２３日から，ストライキを実施すると表明。６

０％の労働者は，最低賃金のみ，４０％は，最低賃金よりわずかに多い給与所得で生活を

強いられていることから，経営陣に給与所得を最低賃金の６.５倍にするように求めたが，

経営陣は，最低賃金２倍の回答をしていた。 

（19 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

オ 鉱山 

●２０１８年１月～５月，ベネズエラは，トルコへ，２０.１５トン，７.７９億米ドル

相当の，ゴールド純度８８％～９８％を輸出したが，これまで，トルコからベネズエラに，

ゴールドが再輸出されておらず，トルコ，あるいは，その他の市場で売却されている模様。 

（19 日付ﾛｲﾀｰ通信，21 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●カノ鉱山開発・エコロジー大臣は，採掘した金（ゴールド）を，トルコで精製し始め

たと発表。これまでは，スイスに精製を委託していたが，スイスの制裁により，トルコへ

委託先を変更し，精製後のゴールドは，ベネズエラへ戻すと述べた。 

（20 日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

カ 農業 

●ホプキンス農業連盟会長は，雨季の播種期が終わるが，肥料，農薬不足により，トウ

モロコシの作付面積が，昨年比４０％減の２０万ヘクタールに留まる見込みと発表した。

国民が消費するトウモロコシ２カ月分の収穫に留まる可能性があり，米の作付面積は，昨

年比２０％減の１０万ヘクタールになる見込み。 

（23 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

キ タイヤ 

●タイヤ生産労働者組合は，適切な給与を求めて，デモを実施。ロペラ Good Year 労働

組合広報担当は，統制価格による販売強制と低調な生産により，給与引上は困難であると

経営陣が回答したと述べ，現在の工場稼働率は，１０％。アルバレス Pirelli 労働組合代

表は，２０１５年以降，工場の稼働率は，５０％未満であったが，現在は，７％に落ち込

んでいると述べた。バリオス Firestone 労働組合代表は，工場稼働率が２０％未満と述べ，

労働組合は，政府に対して，経済政策の変更を求めるデモを今後も実施していくと述べた。 

（16 日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

(６) 外貨発給状況 

●２０１８年７月の最後の DICOM 取引レ－ト：BS.１７２,８００/US$。発給総額：２１

６万６,９５０.５１米ドル。 

 

（了） 

 

 

 


